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令和７年度定期監査（第２次）結果報告について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第４項の規定に基づく監査を行

ったので、その結果を同条第９項の規定により報告するとともに、同条第１０項の規

定により意見を提出します 
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第１ 基準に準拠している旨 

   監査委員は、美作市監査基準（令和２年美作市監査委員告示第１号）に準拠し

て監査を行った。 

 

第２ 監査の種類 

   定期監査（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号。以下「法」という。）第 199 条

第 4 項） 

 

第３ 監査の対象及び実施日程（実施場所） 

【実地監査】 

   令和 8 年１月 19 日から 1 月 23 日までの間、次のとおり実施した。 

 

監査実施日 監 査 対 象 実 施 場 所 

１月 19 日(月) 

  市 民 保 険 課 市 役 所 本 庁 舎 

 環 境 対 策 課 〃 

 税 務 課 〃 

 社 会 教 育 課 〃 

 監 査 事 務 局 〃 

１月 20 日(火) 

 農 村 整 備 課 市 役 所 本 庁 舎 

 森 林 政 策 課 〃 

 商 工 政 策 課 〃 

 観 光 文 化 課 〃 

 会 計 課 〃 

１月 22 日(木) 

 総 務 課 市 役 所 本 庁 舎 

 財 政 課 〃 

 情 報 政 策 課 〃 

 子 ど も 政 策 課 〃 

 健 康 政 策 課 〃 

１月 23 日(金) 

 消防本部（消防総務課・予防課） 消 防 署 

 作東総合支所（教育分室含む） 作 東 総 合 支 所 

 大原総合支所（教育分室含む） 大 原 総 合 支 所 

東粟倉総合支所（教育分室含む） 東粟倉総合支所 
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【机上監査（書面）】 

   なお、実地監査の対象以外の以下の部署等については、書面による監査を行っ

た。 

総務部（秘書課、契約管財課、危機管理室）、政策推進部（総合政策課）、 

市民生活部（市民課）、保健福祉部（福祉政策課、大原病院、作東診療所、作東    

老人保健施設）、農林政策部（農業政策課・農業委員会）、議会事務局、教育委 

員会（教育総務課、学校教育課・スポーツ振興課）、 都市整備部（都市住宅課・

建設課・上下水道課）総合支所（勝田・同教育分室、英田・同教育分室） 

 

第４ 監査の着眼点 

   有効性、効率性、経済性に注目し監査した。 

 

第５ 監査の主な実施内容 

   監査対象について、各所管に対して提出を求めた関係資料及び帳簿等を基に実

査、立会、確認、証憑突合、帳簿突合、質問、観察、閲覧等の手法により監査を

行った。また、物品の管理については、実査、帳簿突合を行った。なお、実地監

査の対象以外の部署等については、書面による監査を行った。 

 

第６ 監査の結果 

事務事業の執行及び歳入歳出の執行については、監査した限りにおいておおむ

ね適正な事務処理がなされていた。 

なお、監査の際に見受けられた軽微な注意事項についてはその都度指摘し、改

善及び検討を行うよう口頭で指導した。 

 

＊ 改善や検討を要する点 

①  随意契約事務においては、令和４年７月総務部発行の「随意契約ガイドライ

ン」にそって行われていると考えるが、改めて「随意契約は、競争入札を原則

とする契約方式の例外であること」を十分認識されたい。 

また、単独随契を行う場合はその根拠及び正当性を慎重に確認されたい。 

②  未収金の徴収については各課努力をしているが、可能な範囲で情報共有する

等、市全体として対策を考え取り組むことが必要と考える。



 

 

 


